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PA= a - {3 qA 
需要曲線：
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である。(α－pA) ⁄ β≦1であれば、(α－pA) ⁄ βは店舗Aが独占の場合の店舗Aにとっての需要⑵に他な
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R (1－ (α－pB) ⁄ β)＝3α－2β－2pBがcよりも小さい場合、すなわち
(i)四＞ a-f]のケース (ii) PB ~ a -/Jのケース
PAt 
PA1 
p +PBl 和：pA=f3 +pB-2f3qA 
需要曲線：
if;_: PA= f3十ps-2f3 qA 
a 需要曲線
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R (1－ (α－pB ) ⁄ β;  pB )< c <M
―
R (1－ (α－pB) ⁄ β)、すなわち
　　α－β＋ 1―
3
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iJA :pA= a -J3 qA 
靡 B=a-2/3qB 
諏 A=a-2{3qA 
血 B=f3 + PA-4 f3qo 











































































































































































価格（p） ＋ ＋ －
店舗Aの粗利潤（πA） 不変 － －
店舗Bの粗利潤（πB） ＋ ＋ ＋














粗総余剰（TS＝πA＋πB＋CSA＋CSB） ＋ ＋ ＋
純総余剰（TS－2f） ＋ ？ ？
PA 
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価格（p） ＋ ＋ ＋
店舗Aの粗利潤（πA） － － －
店舗Bの粗利潤（πB） ＋ ＋ ＋













粗総余剰（TS＝πA＋πB＋CSA＋CSB） ＋ ＋ ＋
純総余剰（TS－2f） ＋ ？ ？
この場合、すべての状況で本部は独占の場合よりも価格を高く設定でき、それにより粗利潤の和
を高めることが可能となる。特に、ⅲ -2のケースにおいて、表１の結果と逆に、価格は引き上げら
れ、粗利潤の和も増大することになる。
また、本部による価格設定は、消費者にとって大きなマイナスをもたらす。表１では、店舗Bの
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参入により価格が上昇する場合（ⅱ、ⅲ -1）であっても、価格の上昇が小さいために、交通費削減
効果や数量効果のプラスによって消費者余剰はほとんどの場合増大した。ところが、表２では、消
費者余剰に対する効果は大半がマイナスとなっており、価格上昇による価格効果のマイナスが大き
いことを示している9
)
。
なお、表２のⅱにおける純総余剰がプラスなのは、次のような理由による。表１のⅱで、G点に
おいては独占と比較して純総余剰が増加することが示された。さらに、G点と I点を比較すると、
粗総余剰はG点よりも I点の方が高い。純総余剰は粗総余剰から２fを除いたものだから、純総余剰
もG点より I点の方が高いことになるのである。
このように、本部による価格設定は、コンビニ側（本部、店舗）と消費者の間の利得の分配に影
響を与えるが、純総余剰を減少させるわけではない。しかし、本部が自らの価格設定により消費者
の利益を犠牲にして自らの利得を高めうるという点は、注目に値する。
４　政策的含意
　以上のモデル分析の結果を、コンビニのドミナント出店の文脈でまとめてみよう。
　第一に、ドミナント出店により、店舗における価格は上昇する。ドミナント出店が行われるのは、
価格設定を店舗で行うか本部で行うかにかかわらず、本部の利益（粗利潤の和の一定割合）が増大
する場合であり、この場合はすべて価格が上昇する。新規参入は通常価格を引き下げると考えられ
るが、この設定では消費者に対する交通費節約効果を吸い上げる形で、価格つり上げが行われる。
　第二に、ドミナント出店が行われる場合、既存店舗の純利潤（粗利潤－固定費用）は減少し、そ
れを上回る形で新規店舗の純利潤が上昇する。
第三に、ドミナント出店の消費者余剰に与える影響は、価格設定主体が店舗であるか本部である
かにより大きく異なる。各店舗による価格設定の場合は、新規店舗の参入はほぼすべての場合で消
費者余剰を増大させる。マイナスの価格効果を数量効果と交通費節約効果のプラスが上回るからで
ある。一方、本部の価格設定に店舗が従う場合には、マイナスの価格効果が数量効果と交通費節約
効果を大きく上回るため、消費者余剰は減少する。
第四に、すべてのケースで粗総余剰は増大するが、固定費用まで考慮した純総余剰がドミナント
出店によって増大するかは不明である。本部のロイヤルティ率ｒが０である場合には、通常の過剰
参入定理（参入の私的インセンティブは社会的に過剰）が成立するが、ｒは新規参入に対して抑制
的に働くから、ｒが１に近づくにつれ、私的な参入のインセンティブは社会的に過少となっていく。
9) ⅱで
α－c
――β ＜√2の場合は唯一の例外である。この場合はそもそも需要が小さいため、独占と複占で価格差が
あまりなく、価格効果のマイナスをプラスの交通費削減効果と数量効果が凌駕する状況である。
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このように、ドミナント出店は参入店舗と本部には利得増加をもたらすが、既存店舗の利潤減少
を招く。消費者に対しても、利便性向上（交通費節約効果）をもたらすものの、価格効果としては
むしろマイナスとなるため、必ずしもプラスの効果が得られるわけではない。本部が価格設定を行
うことが一般的であるなら、ドミナント出店は消費者に対してむしろマイナスの影響をもたらす。
したがって、消費者利益を重視するという観点からは、ある程度参入抑制的な政策を視野に入れ
ることも考えられる。しかし、自由な企業活動を促すという競争政策の趣旨や、総余剰に対する影
響を考えると、たとえばテリトリー権の設定を促すようなあからさまな参入抑制策をとることはす
べきではない。消費者利益の確保から考えられる策としては、むしろ、本部による価格設定に対す
る監視を強め、店舗間の価格競争が行われるように促す、ということが重要ではないだろうか。
一方、ドミナント出店により既存店舗が被る損失についてはやむを得ないと考えるべきであろ
う。しかし、冒頭に述べた本部と加盟店の情報格差を考えれば、既存店への「配慮」として、最低
でも十分な情報提供が必要と考える。すなわち近隣への出店の可能性、その場合に考えられる利益
減少、可能な追加的支援の有無についての説明を行うべきである。
５　おわりに
　本稿では、コンビニ本部と加盟店の取引に関連して、ドミナント出店が地域経済に与える影響を
検討した。その中で、ドミナント出店に伴う新規参入により価格はむしろ上昇することと、消費者
の利便性が高まるメリットはあるものの価格上昇によってその効果はある程度相殺されてしまうこ
とが示された。特に、価格設定が各店舗でなく本部主導で行われる場合には、価格上昇はさらに大
きくなり、新規参入のメリットはすべて本部と新規参入企業に帰属し、消費者余剰は減少する。こ
れらは限定された地域における新規参入という特殊な設定のモデルでの結論ではあるが、価格引き
上げが容易な状況におけるドミナント出店の意義について、新たな示唆が得られたと考える。政策
的には、同一チェーン店舗間の価格競争を促進すべく、本部による価格拘束に対してより厳しい姿
勢を示すこと（見切り販売を含む）が必要であると考えられる。
なお、今回はまったく検討しなかったが、実際は他チェーン店舗との競争（ブランド間競争）の
可能性もあり、その場合の価格への影響も重要である。今後の課題として考察を続けていきたい。
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